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●行政改革プラン《第８次行政改革大綱・アクションプラン》（案） 修正箇所対照表 

 

ページ 修正後 修正前 修正理由 

表紙  令和８年度       － 令和１３年度       令和８年度（２０２６年度）－ 令和１３年度（２０３１年度） 和暦表記に統合 

３  国の人口は平成２０年をピークに減少が続いており、出生率の低下に伴い、「少子化」と「高

齢化」が同時に進行しています。総務省統計局が発表している人口推計によると国内の生産

年齢人口（１５～６４歳）は令和６年１０月時点では７，３７２万８千人だったのに対し、

令和２２年（２０４０年）には６，２１３万３千人まで下がることが見込まれており、深刻

な労働力不足になることが懸念されています。 

国の人口は２００８年をピークに減少が続いており、出生率の低下に伴い、「少子化」と「高

齢化」が同時に進行しています。総務省統計局が発表している人口推計によると国内の生産

年齢人口（１５～６４歳）は２０２４年１０月時点では７，３７２万８千人だったのに対し、 

      ２０４０年 には６，２１３万３千人まで下がることが見込まれており、深刻

な労働力不足になることが懸念されています。 

和暦表記への統一 

※プラン終期（令和１

３年度）より後は和

暦・西暦併記 

３ 《図１》国内年齢別（５歳階級）人口（令和６年１０月時点） 《図１》国内年齢別（５歳階級）人口（２０２４年１０月時点） 和暦表記への統一 

４ 《図２》国内年齢別（５歳階級）人口（令和２２年（２０４０年）推計） 《図２》国内年齢別（５歳階級）人口（      ２０４０年 推計） 和暦の併記 

１２ このような状況下でも行政サービスを維持し、更なる向上を目指すために、業務プロセ

スの根本的な見直しや事務の統合等に加え、デジタル技術を活用した業務効率化を図りま

す。 

このような状況下でも行政サービスを維持し、更なる向上を目指すために、業務プロセス

の根本的な見直しや事務の統合等   、デジタル技術を活用した業務効率化を図ります。 

 

表現の修正 

１２ 急速に変化する社会情勢を的確に捉え、多様化、高度化する市民ニーズに柔軟かつ迅速

に対応していくためには、職員の能力向上、意識改革が不可欠です。また、様々な課題に

効率的、効果的に対応するためには柔軟な組織体制を構築することが必要です。 

大きく変化する社会情勢を的確に捉え、多様化、高度化する市民ニーズに迅速かつ的確に

対応していくためには、職員の能力向上、意識改革が不可欠です。また、様々な課題に効率

的、効果的に対応するためには柔軟な組織体制を構築することが必要です。 

表現の修正 

１４ 総合計画との一体的な推進を図るため、計画期間は総合計画の後期基本計画の期間と合わ

せ、令和８年度      から令和１３年度      までの６年間とします。 

総合計画との一体的な推進を図るため、計画期間は総合計画の後期基本計画期間と合わ

せ、令和８年度（（２０２６年度）から令和１３年度（（２０３１年度）までの６年間とします。 

和暦表記に統合 

１４  

  

和暦表記に統合 

※表中年度 

資料１－１ 
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●《別添》行政改革プラン推進項目 修正箇所対照表 

※令和８年度組織改正に伴う修正 

 

 

 

ページ 取組№ 項目名 修正箇所 修正後 修正前 

４ －   ※以下、担当部署・関係部署名は令和８年４月以降の名称を記載。 ※以下の部署名は令和７年度時点の内容で記載しております。 

４ １－１ 窓口業務の改善（自治体フロントヤード改革） 担当部署 DX 推進課・市民課 行政管理課・市民課 

６ １－３ 事務の集約・一元化 担当部署 DX 推進課（システム調達） 行政管理課（システム調達） 

７ １－４ ペーパーレス化の推進 担当部署 総務課・DX推進課 総務課・行政管理課 

８ １－６ 市政に関するデータベースの整備 担当部署 DX 推進課 行政管理課 

８ １－６ 市政に関するデータベースの整備 関連部署 計画推進課 企画政策課 

８ １－７ 各種計画の点検・見直しの検討 担当部署 計画推進課 企画政策課 

９ １－８ 他自治体等との視察・交流による業務改善の実行 担当部署 職員課・DX推進課 職員課・行政管理課 

１１ ２－３ 職場環境の改善 担当部署 職員課・管財契約課・DX推進課 職員課・管財契約課・行政管理課 

１２ ２－５ デジタル人材の育成 担当部署 職員課・DX推進課 職員課・行政管理課 


